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平成１１年３月期　　連 結 決 算 短 信　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１１年５月１３日

　上 場 会 社 名　　　ミ ネ ベ ア 株 式 会 社　　　 上場取引所(所属部)　　東証・大証・名証 各第１部

　コ ー ド 番 号　　　６４７９

　本 社 所 在 地　　　長野県北佐久郡御代田町大字御代田

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１０６番地７３

　問 合 せ 先　　　責任者役職名　　取締役経理部長

　　　　　　　　　　　氏　　　　名　　大 木 貞 彦　　　ＴＥＬ　（０３）５４３４－８６１１

　連結決算取締役会開催日　　平成１１年５月１３日

１．１１年３月期の業績　(平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日)

　(1) 経 営 成 績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （金額は百万円未満を切り捨てて表示しておりま

す。）

売 上 高 (対前期増減率) 営業利益 (対前期増減率) 経常利益 (対前期増減率)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１１年３月期 ３０５,３２４ (△　６.４) ３８,５４６ (△３４.５) ２０,２２１ (△３６.１)

１０年３月期 ３２６,０９３ (　　７.７) ５８,８１０ (　４０.４) ３１,６５８ (　５７.５)

当期純利益 (対前期増減率)
１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後

1株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本

経常利益率

売 上 高

経常利益率

百万円 ％ 円 　銭 円 　銭 ％ ％ ％

１１年３月期 １１,５０７ (△２４.０) ２８　９４ ２６　３２ 　　 ８.０ ４.２ ６.６

１０年３月期 １５,１４４ (　７０.９) ３８　４２ ３４　８５ 　 １１.４ ６.０ ９.７

(注) 持分法投資損益　　　１３百万円　(１０年３月期　△１６６百万円)

　(2) 財 政 状 態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 　　　　　　　　　％ 　　　　　円　　　銭

１１年３月期 ４７３,３６０ １４５,７０５ ３０.８ ３６６　　２９

１０年３月期 ４９２,２１０ １４１,８４４ ２８.８ ３５７　　７７

　(3) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数　　５８社

関 連 会 社 数　　　２社（うち持分法適用会社数　２社）

　(4) 会計処理の方法等の変更

① 連結範囲及び持分法の適用の異動状況

　　　　連結(新規)　１２社 持分法(新規)　　０社

　　　　　　(除外)　　０社 　　　(除外)　１０社

② 会計処理の方法の変更 有　（詳細は、９頁(4)会計処理の方法の変更を参照下さい。）
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２．１２年３月期の業績予想　(平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日)

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円

１２年３月期 ３００,０００ ２０,０００ １３,０００

(参考) 1 株当たり予想当期純利益　(連結)　３２円６８銭　　　(単独)　１２円５７銭

〔参考〕 当社(単独)の１１年３月期の業績　(平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日)

売 上 高 (対前期増減率) 営 業 利 益 (対前期増減率) 経 常 利 益 (対前期増減率)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１９８,３０４ (△１０.７) １３,８７６ (　１３.８) １８,０６５ (　　８.６)

当 期 純 利 益 (対前期増減率)
１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後

１株当たり当期純利益 総 資 産 株 主 資 本

百万円 ％ 　　　　円　　銭 　　　　円　　銭 百万円 百万円

１１,１２３ (　６８.２) 　　２７　９７ 　　２５　４５ ４０８,８４４ １９５,６００

(注)連結業績予想につきましては、税効果会計の適用を前提といたしておりません。
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添 付 資 料

１．当期及び次期の業績の概況

　当連結会計年度のわが国経済は、政府の公共投資の増大等の景気刺激策にも拘らず、企業の設備投資の大幅な減少や

雇用不安、個人消費の低迷等により景気は停滞いたしました。他方、米国経済は長期にわたる景気拡大が続き、通貨統

合が実現した欧州経済の伸びは、やや減速気味でありました。アジア経済は一昨年の通貨危機発生後の経済混乱が落ち

着いてまいりましたが、景気は低迷を続けました。

　このような状況の下で、国内市場では当社の主力部門でありますベアリング、電子機器及び部品部門は、パソコンを

中心とした情報通信機器関連業界や家電製品関連業界の低迷の影響を受け、総じて需要は低調裡に推移いたしましたが、

海外市場では期の後半に入りパソコン関連部品の需要が活発化しました。

　当社はかかる情勢に対処して、国内、海外のユーザーに対し高品質を武器に販売の推進をはかるとともに、グループ

全体の借入金の返済を引き続き促進することにより財務体質の改善をはかりました。

　この結果、売上高は３０５,３２４百万円と前期比６.４%の減少となりました。営業利益、経常利益は３８,５４６百万

円、２０,２２１百万円とそれぞれ ３４.５%、３６.１%の減少となりました。また、当期純利益は１１,５０７百万円と

２４.０%の減少となりました。

　今後の経営環境につきましては、国内経済は引き続き個人消費の回復は鈍く、企業の設備投資の減少も続き、景気回

復には、なおかなりの時間を要するものと見込まれます。

海外マーケットにつきましては、米国経済は引き続き順調に推移すると見られるものの、欧州経済の伸びは減少し、ア

ジア経済も回復のテンポは遅いと思われます。

　当社の主力部門でありますベアリング並びに電子機器及び部品部門は、情報通信機器、家電並びに航空機等、成長を

続ける産業界を主な顧客としておりますので、今後とも生産、販売の一層の強化、拡充をはかり業績の更なる向上に邁

進する所存であります。

　なお、１０頁３．セグメント情報に記載のとおり、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

部門別売上高は次のとおりです。

（単位：百万円）

当　　　期 前　　　期 比　較　増　減期　別

部　門 金　　額 構 成 比 金　　額 構 成 比 金　　額 率

ベ ア リ ン グ ９１,６９１     ３０% ９５,１０３     ２９% △    ３,４１２ △    ４%

電子機器及び部品 １５７,６０３     ５２ １８０,８７５     ５６ △  ２３,２７２ △  １３

機 械 部 品 ２７,２２０       ９ ２７,９１２       ９ △       ６９２ △    ２

輸送用機器及び部品 ３,６２４       １ ４,５２６       １ △       ９０２ △  ２０

特殊機器及び部品 １３,７６６       ４ １３,２５３       ４ ５１３       ４

そ の 他 １１,４２０       ４ ４,４２４       １ ６,９９６   １５８

合 計 ３０５,３２４   １００ ３２６,０９３   １００ △  ２０,７６９ △    ６

(注) 　連結会社相互間の売上取引額は相殺消去しております。
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２．(1) 連 結 貸 借 対 照 表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当　期　(１１・３・３１) 前　期　(１０・３・３１) 比　較　増　減期　別

科　目 金　　額 構 成 比 金　　額 構 成 比 金　　額 率

（資 産 の 部）

流 動 資 産

　　現 金 及 び 預 金

　　受取手形及び売掛金

　　営 業 貸 付 金

　　有 価 証 券

　　た な 卸 資 産

　　前 払 税 金

　　そ の 他

　　貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

　有 形 固 定 資 産

　　建 物 及 び 構 築 物

　　機械装置及び運搬具

　　工 具 器 具 及 び 備 品

　　土 地

　　建 設 仮 勘 定

　　減 価 償 却 累 計 額

　無 形 固 定 資 産

　　連 結 調 整 勘 定

　　そ の 他

　投資その他の資産

　　投 資 有 価 証 券

　　長 期 貸 付 金

　　長 期 前 払 費 用

　　そ の 他

　　貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

連 結 調 整 勘 定

為替換算調整勘定

２１９,８２６

５０,１８７

６６,９８２

２１,３２３

１０,０５９

５３,８１６

２,７６８

１５,９０３

△　　１,２１３

１８８,９４７

１６０,７０８

８８,０７７

１７８,５８７

４０,７３７

１１,７３９

２,１０９

△１６０,５４３

２０,９０５

１９,６２７

１,２７８

７,３３３

１,３４６

８６

－

８,４４３

△　　２,５４２

４３４

－

６４,１５２

％

４６.４

３９.９

０.１

－

１３.６

２１３,１９４

４,１４０

７７,０２２

２５,５５７

１３,９７１

６６,０７４

４,４５８

２３,２２５

△　　１,２５４

１９２,４００

１７４,２１２

８９,３７４

１８５,５３０

３９,０８７

１１,９３９

２,０５６

△１５３,７７５

１,３６９

－

１,３６９

１６,８１８

２,０８５

９,１４８

３,２８１

７,３９９

△　　５,０９５

７６３

２３,６９９

６２,１５１

％

４３.３

３９.１

０.２

４.８

１２.６

６,６３２

４６,０４６

△　１０,０４０

△　　４,２３３

△　　３,９１２

△　１２,２５７

△　　１,６８９

△　　７,３２２

４１

△　　３,４５３

△　１３,５０４

△　　１,２９７

△　　６,９４２

１,６５０

△　　　 １９９

５２

△　　６,７６７

１９,５３６

１９,６２７

△　　　　 ９０

△　　９,４８５

△　　　 ７３８

△　　９,０６１

△　　３,２８１

１,０４３

２,５５２

△　　　 ３２９

△　２３,６９９

２,００１

％

３.１

△　１.８

△４３.２

３.２

資　産　合　計 ４７３,３６０ １００.０ ４９２,２１０ １００.０ △　１８,８４９ △　３.８

当　　期 前　　期

(注) 1.保証債務        － 百万円 　　　３９百万円

2.自己株式の数  １,２１４　株 　　３５８　株
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万

円）

当　期　(１１・３・３１) 前　期　(１０・３・３１) 比　較　増　減期　別

科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 率

（負 債 の 部）

流 動 負 債

　　支払手形及び買掛金

　　短 期 借 入 金

　　長期借入金(１年以内返済)

　　コマーシャルペーパー

　　転換社債(１年以内償還)

　　未 払 法 人 税 等

　　未 払 事 業 税 等

　　未 払 費 用

　　賞 与 引 当 金

　　そ の 他

固 定 負 債

　　社 債

　　転 換 社 債

　　長 期 借 入 金

　　退 職 給 与 引 当 金

　　そ の 他

少 数 株 主 持 分

負 債 合 計

（少 数 株 主 持 分）

少 数 株 主 持 分

（資 本 の 部）

資 本 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

１９７,０７１

２７,６９３

１２４,３３４

７,６４３

１０,８４９

－

４,２１０

－

－

３,２８９

１９,０４９

１３０,１４９

３５,０００

４２,０９１

５１,１３２

３２１

１,６０５

－

３２７,２２１

４３３

６７,６６４

９４,１６２

－

％

４１.６

２７.５

－

６９.１

０.１

１４.３

１９.９

－

２４６,１１３

３４,０３９

１５１,２６４

９,１８４

１７,７７０

８

３,６０２

５８

８,６５８

３,３０２

１８,２２４

９９,８５４

１０,０００

４３,２０３

４３,６７９

３３３

２,６３８

４,３９８

３５０,３６５

－

６７,１０４

９３,６０２

１,２２３

％

５０.０

２０.３

０.９

７１.２

－

１３.６

１９.０

０.３

△　４９,０４１

△　　６,３４５

△　２６,９２９

△　　１,５４０

△　　６,９２０

△　　　　　 ８

６０８

△　　　　 ５８

△　　８,６５８

△　　　　 １２

８２５

３０,２９５

２５,０００

△　　１,１１２

７,４５３

△　　　　 １２

△　　１,０３３

△　　４,３９８

△　２３,１４４

４３３

５６０

５６０

△　　１,２２３

％

△１９.９

３０.３

△　６.６

０.８

０.６

欠 損 金

１６１,８２７

１６,１２０

３４.２

△　３.４

１６１,９３０

２０,０８５

３２.９

△　４.１

△　　　 １０２

△　　３,９６４

△　０.１

△１９.７

自 己 株 式

１４５,７０６

△　　　　　　１

３０.８

△　０.０

１４１,８４４

△　　　　　　０

２８.８

△　０.０

３,８６２

△　　　　　 ０

２.７

１８９.９

資 本 合 計 １４５,７０５ ３０.８ １４１,８４４ ２８.８ ３,８６１ ２.７

負債、少数株主持分

及 び 資 本 合 計
４７３,３６０ １００.０ ４９２,２１０ １００.０ △　１８,８４９ △　３.８
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　　(2) 連結損益及び剰余金結合計算書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当　　期

自１０・　４・　１

至１１・　３・３１

前　　期

自　９・　４・　１

至１０・　３・３１

比　較　増　減

期　別

科　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 率

売 上 高
売 上 原 価

３０５,３２４
２１５,１６３

％
１００.０

７０.５
３２６,０９３
２１９,００７

％
１００.０
６７.２

△　２０,７６９
△　　３,８４３

％
△　６.４
△　１.８

売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費

９０,１６１
５１,６１４

２９.５
１６.９

１０７,０８６
４８,２７５

３２.８
１４.８

△　１６,９２５
３,３３８

△１５.８
６.９

営 業 利 益
営 業 外 収 益
　受 取 利 息
　受 取 配 当 金
　持分法による投資利益
　そ の 他
営 業 外 費 用
　支 払 利 息
　為 替 差 損
　有 価 証 券 評 価 損
　貸 倒 損 失
　貸 倒 引 当 金 繰 入 額
　そ の 他

３８,５４６
１,７２５

６９１
１３５
１３

８８４
２０,０５０
１２,２３１

８６０
１,２５６
２,３０８

－
３,３９４

１２.６
０.６

６.６

５８,８１０
２,５１６

８１８
４７６

－
１,２２２

２９,６６９
１６,５９３
６,１８６
２,５３１

－
２,２１７
２,１４０

１８.０
０.８

９.１

△　２０,２６３
△　　　 ７９１
△　　　 １２６
△　　　 ３４１

１３
△　　　 ３３７
△　　９,６１８
△　　４,３６２
△　　５,３２５
△　　１,２７４

２,３０８
△　　２,２１７

１,２５３

△３４.５
△３１.５

△３２.４

経 常 利 益
特 別 利 益
　固 定 資 産 売 却 益
　投資有価証券売却益
　関係会社株式売却益
　貸 倒 引 当 金 戻 入 額
特 別 損 失
　た な 卸 資 産 廃 棄 損
　販売用不動産処分損
　固 定 資 産 売 却 損
　固 定 資 産 除 却 損
　投資有価証券売却損
　投資有価証券消却損
　投資有価証券評価損
　役 員 退 職 慰 労 金

２０,２２１
３９９
１９０
２５
－

１８３
２,１８５
１,４６７

１０３
１６

２９９
－

２７８
－

１９

６.６
０.１

０.７

３１,６５８
４３７
２１０
８８

１３９
－

５,９６３
－

７５１
５２４

１,８１６
３６４

－
２,０４５

４６１

９.７
０.１

１.８

△　１１,４３６
△　　　　 ３８
△　　　　 １９
△　　　　 ６３
△　　　 １３９

１８３
△　　３,７７８

１,４６７
△　　　 ６４７
△　　　 ５０８
△　　１,５１６
△　　　 ３６４

２７８
△　　２,０４５
△　　　 ４４２

△３６.１
△　８.８

△６３.４

税金等調整前当期純利益
　法 人 税 及 び 住 民 税
　法人税、住民税及び事業税
　法人税等期間配分調整額

１８,４３５
－

４,６５５
１,６８９

６.０ ２６,１３２
４,５３７

－
９０８

８.０ △　　７,６９７
△　　４,５３７

４,６５５
７８０

△２９.５

法人税等合計 ６,３４５ ２.１ ５,４４６ １.７ ８９９ １６.５

　少 数 株 主 利 益
　連結調整勘定当期償却額(減算)
　持分法による投資損益(△減算)

５８１
－
－

０.２
－
－

２,３４４
３,０３０

△　　　　１６６

０.７
０.９

△　０.１

△　　１,７６２
△　　３,０３０

１６６

△７５.２

当 期 純 利 益
欠 損 金 期 首 残 高
　欠 損 金 期 首 残 高
　利益準備金期首残高

１１,５０７
２４,７５２
２０,０８５
１,２２３

３.７ １５,１４４
３２,０１３
３２,０１３

－

４.６ △　　３,６３６
△　　７,２６０
△　１１,９２７

１,２２３

△２４.０

　連結子会社の増加に
　よ る 欠 損 金 増 加 高 ５,８８９ － ５,８８９

欠 損 金 増 加 高
　利 益 準 備 金 繰 入 額
　配 当 金
　役 員 賞 与
　連結子会社の減少によるもの

２,８７５
－

２,７８４
９１
－

３,２１６
２９０

２,７７５
９９
５１

△　　　 ３４０
△　　　 ２９０

９
△　　　　　 ８
△　　　　 ５１

欠 損 金 期 末 残 高 １６,１２０ ２０,０８５ △　　３,９６４
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(注)　リース取引関係

　当　　　　　　　　期 　前　　　　　　　　期

　　①リース物件の取得価額相当

　　　額、減価償却累計額相当額

　　　及び期末残高相当額

取得価額

相 当 額

減価償却累

計額相当額

期末残高

相 当 額

取得価額

相 当 額

減価償却累

計額相当額

期末残高

相 当 額

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

　　　　　　　機 械 装 置
　　　　　　　及 び 運 搬 具

１,９６４ １,０９２ ８７２ ― ― ―

　　　　　　　工具器具及び備品 ４,６７３ ２,４７３ ２,２００ ― ― ―

　　　　　　　　合　　　　計 ６,６３７ ３,５６５ ３,０７２ ― ― ―

　　　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、「支払

利子込み法」により算定しております。

　　②未経過リース料期末残高相当額

　　　　　　　　　１ 年 以 内 １,３０９ 百万円 １,３８７百万円

　　　　　　　　　１ 年 超 １,７６３ 百万円 ２,０３６百万円

　　　　　　　　　　合 計 ３,０７２ 百万円 ３,４２３百万円

　　　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、「支払利子込み法」により算定しております。

　　③支払リース料及び減価償却費相当額

　　　　　　　支 払 リ ー ス 料 １,６０３ 百万円 １,３６７百万円

　　　　　　　減価償却費相当額 １,６０３ 百万円 　　 －　百万円

　　④減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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　　(3) 連結財務諸表作成のための基本となる事項

　　　①　連結範囲及び持分法の適用に関する事項

　当連結会計年度において、連結範囲及び持分法の適用に関して「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関す

る規則の一部を改正する省令」（平成１０年１１月２４日大蔵省令第１３６号）附則第２項ただし書に基づき、新

連結財務諸表規則第２条第２号及び第６号（子会社及び関連会社の範囲の定義）を早期に適用しております。

　　　　　　連結子会社数　　　　　５８社　　　　主要会社名 NMB SINGAPORE LTD. , NMB (USA) INC. , NMB THAI LTD.

MINEBEA ELECTRONICS (THAILAND) CO.,LTD.

　　　　　　関連会社数　　　　　　　２社　　　　うち持分法適用会社数及び主要会社名　　　２社

(株)湘南精機 , 関東精工(株)

　　　②　連結範囲及び持分法の適用の異動状況

(イ)連結子会社

新

規

a) 会社設立による

b) 持分法適用会社から

連結子会社へ変更し

たことによる

(２社)

(10 社)

INPUT DEVICE ASSEMBLY CORP.

NMB MEXICO S.A. DE C.V.

ACTUS (EUROPE) GmbH.

HWAN THAI ENTERPRISE CO.,LTD.

エヌ・エム・ビー音響(株)

TOOL PRODUCTS (THAILAND) LTD.

PAPST-MINEBEA-DISC-MOTOR (THAILAND) LTD.

(株)アクタス

(株)アクタス神戸

ACTUS SINGAPORE (PTE.) LTD.

ACTUS AUSTRALIA (PTY.) LTD.

MINEBEA THAI AGROINDUSTRY CO.,LTD.

除

外

ありません。

(ロ)持分法適用会社 新

規

ありません。

除

外

a) 持分法適用会社から

連結子会社へ変更し

たことによる

(10 社) ACTUS (EUROPE) GmbH.

HWAN THAI ENTERPRISE CO.,LTD.

エヌ・エム・ビー音響(株)

TOOL PRODUCTS (THAILAND) LTD.

PAPST-MINEBEA-DISC-MOTOR (THAILAND) LTD.

(株)アクタス

(株)アクタス神戸

ACTUS SINGAPORE (PTE.) LTD.

ACTUS AUSTRALIA (PTY.) LTD.

MINEBEA THAI AGROINDUSTRY CO.,LTD.

　　　③　投資勘定と資本勘定との相殺消去に関する事項

　　　　　　親会社投資勘定と連結子会社資本勘定との相殺消去は、段階法によっております。

　　　④　未実現損益の消去に関する事項

　　　　　　連結会社間の資産の売買に伴う未実現損益は、全額消去しております。

　　　⑤　在外連結子会社等の財務諸表項目の換算に関する事項

　　　　1.在外連結子会社の財務諸表項目の円貨への換算は次のとおりであります。

　　　　　　　　　貸借対照表項目　　　決算時の為替相場

　　　　　　　　　損益計算書項目　　　期中平均の為替相場

但し、親会社投資勘定に対する子会社資本勘定については取得時または発生時の為替相場にて換算し、当該換

算により生じた換算差額は貸借対照表上、為替換算調整勘定として処理しております。
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　　　　2.持分法適用の在外非連結子会社及び在外関連会社の財務諸表項目の円貨への換算は、上記１．に基づいて行って

おります。

　　　⑥　利益処分項目等の取扱いに関する事項

　　　　　　連結損益及び剰余金結合計算書は、連結会社の利益処分について、連結財務諸表規則第８条ただし書の方式（繰

上方式）によっております。

　　　⑦　法人税等の期間配分の処理に関する事項

　　　　　　未実現利益の消去及び貸倒引当金の修正により生じた連結利益の増減については、法人税等の期間配分（税効

果会計）を行っております。

　　　⑧　リース取引の処理方法

　　　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　　　⑨　消費税等の会計処理（国内連結会社）

　　　　　　税抜方式によっております。

　　(4)　会計処理の方法の変更

　　　　　 繰延資産の処理方法

親会社は試験研究費を、従来、商法の規定に基づき５年間均等償却をしておりましたが、最近の著しい技術革

新等状況の変化を考慮し、かつ財務体質の改善をはかるため当連結会計年度より支出時に全額費用として処理す

る方法に変更いたしました。

なお、期首現在の未償却残高４２５百万円は、当連結会計年度に営業外費用として全額を一括償却いたしまし

た。

この変更により、前連結会計年度と同一の基準によった場合に比べ、販売費及び一般管理費は４百万円、営業

外費用は４２５百万円それぞれ増加し、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ４３０百万円減少して

おります。

　　(5)　追加情報

　　　（連結貸借対照表）

　　　①　前連結会計年度において繰延資産区分の次に区分掲記しておりました「連結調整勘定」（当連結会計年度１９,

６２７百万円）は、連結財務諸表規則の改正により当連結会計年度においては無形固定資産に表示しております。

　　　②　前連結会計年度において負債の部の末尾に区分掲記しておりました「少数株主持分」（当連結会計年度４３３百

万円）は、連結財務諸表規則の改正により当連結会計年度においては負債の部と資本の部の中間に区分掲記してお

ります。

　　　（連結損益計算書）

　　　①　前連結会計年度において「販売費及び一般管理費」に含めておりました「事業税」（当連結会計年度４８１百万

円）は、連結財務諸表規則の改正により「法人税及び住民税」に含め、当連結会計年度においては「法人税、住民

税及び事業税」として表示しております。

　　　　　なお、セグメント情報に与える影響は、３．セグメント情報に記載してあります。

　　　②　前連結会計年度において税金等調整前当期純利益からの減算項目として区分掲記しておりました「連結調整勘定

当期償却額（減算）」（当連結会計年度２,７７２百万円）は、連結財務諸表の改正により当連結会計年度において

は「販売費及び一般管理費」に含めて表示しております。

　　　　　なお、セグメント情報に与える影響は、３．セグメント情報に記載してあります。

　　　③　前連結会計年度において税金等調整前当期純利益への加減算項目として区分掲記しておりました「持分法による

投資損益」（当連結会計年度１３百万円）は、連結財務諸表規則の改正により当連結会計年度においては営業外収

益の「持分法による投資利益」として表示しております。
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３．セグメント情報

　(1) 事業の種類別セグメント情報

　　　当連結会計年度（自 平成１０年４月１日　至 平成１１年３月３１日）

　　　　　当社企業グループは、主力製品であるベアリング、電子機器等の機械器具関連の製造販売を中心に事業を行って

おりますが、同事業の売上高、営業利益及び資産の金額が、いずれも、全セグメントの売上高の合計、営業利益の

合計及び資産の金額の合計の９０％超であるため、連結財務諸表取扱要領第３９の４に基づき、事業の種類別セグ

メント情報の記載を省略しております。

　　　前連結会計年度（自 平成９年４月１日　至 平成１０年３月３１日）

　　　　　当社企業グループは、主力製品であるベアリング、電子機器等の機械器具関連の製造販売を中心に事業を行って

おりますが、同事業の売上高、営業利益及び資産の金額が、いずれも、全セグメントの売上高の合計、営業利益の

合計及び資産の金額の合計の９０％超であるため、改正前の連結財務諸表取扱要領第３９の３に基づき、事業の種

類別セグメント情報の記載を省略しております。

　(2) 所在地別セグメント情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当　　　　　　　　　　期

日　本 アジア 北米・南米 欧　州 計
消　　去

又は全社
連　結

Ⅰ　売上高及び営業利益

　売 上 高

　(1) 外 部 顧 客 に

　　　対する売上高
121,123 77,038 65,806 41,357 305,324 － 305,324

　(2) セグメント間の

　　　内 部 売 上 高
88,054 119,541 2,239 2,157 211,991 △ 211,991 －

計 209,177 196,579 68,045 43,514 517,315 △ 211,991 305,324

　営 業 費 用 195,340 177,182 64,785 41,462 478,769 △ 211,991 266,778

　営 業 利 益 13,837 19,397 3,260 2,052 38,546 － 38,546

Ⅱ　資 産 244,831 155,029 45,611 30,738 476,209 △   2,849 473,360

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

前　　　　　　　　　　期

日　本 アジア 北米・南米 欧　州 計
消　　去

又は全社
連　結

Ⅰ　売上高及び営業利益

　売 上 高

　(1) 外 部 顧 客 に

　　　対する売上高
123,003 86,645 74,836 41,609 326,093 － 326,093

　(2) セグメント間の

　　　内 部 売 上 高
99,629 145,272 1,898 2,477 249,276 △ 249,276 －

計 222,632 231,917 76,734 44,086 575,369 △ 249,276 326,093

　営 業 費 用 209,088 192,628 72,746 42,097 516,559 △ 249,276 267,283

　営 業 利 益 13,544 39,289 3,988 1,989 58,810 － 58,810

Ⅱ　資 産 253,454 134,829 69,258 36,807 494,348 △   2,138 492,210

(注)１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　　　①　国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。

　　　②　各区分に属する主な国又は地域

　　　　　　　ア　ジ　ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等

　　　　　　　北米・南米：米国、カナダ、メキシコ

　　　　　　　欧　　　州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ等

　　２．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は当期６４,１５２百万円及び前期６２,１５１百万円で

あり、すべて為替換算調整勘定であります。

　　３．表示区分の変更

　　　　「２．(5)追加情報」に記載のとおり、当期より事業税及び連結調整勘定の償却額の表示区分の変更を行っておりま

す。この変更により、前期と同一の基準によった場合に比べ、営業利益が「日本」５２７百万円、「アジア」１,

４４５百万円、「北米・南米」２７９百万円、「欧州」３９百万円とそれぞれ少なく計上されております。
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　(3) 海 外 売 上 高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当 期

アジア 北米・南米 欧　州 合　計

Ⅰ 海 外 売 上 高 81,425 65,722 41,546 188,693

Ⅱ 連 結 売 上 高 305,324

Ⅲ
連結売上高に占める

海外売上高の割合

％

26.7

％

21.5

％

13.6

％

61.8

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

前 期

アジア 北米・南米 欧　州 合　計

Ⅰ 海 外 売 上 高 88,735 75,393 39,717 203,845

Ⅱ 連 結 売 上 高 326,093

Ⅲ
連結売上高に占める

海外売上高の割合

％

27.2

％

23.1

％

12.2

％

62.5

(注)１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　　２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　　　①　国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。

　　　②　各区分に属する主な国又は地域

　　　　　　　ア　ジ　ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等

　　　　　　　北米・南米：米国、カナダ、メキシコ等

　　　　　　　欧　　　州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ等


